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ABSTRACT
The purpose of this paper is to study the speciﬁc example of the Kasa community 
in Nara Prefecture, focusing on agricultural business diversification and 
integration in farming and mountain villages. Agricultural business diversiﬁcation 
and integration is a combination of secondary and tertiary industry that has the 
primary industry of agriculture as its base. This approach creates new added 
value and employment.
　In the Kasa district, with the participation of the rural community, efforts 
are being made to interact with people in urban areas by direct marketing of 
agricultural goods and offering people the opportunity to experience farming 
life, based on a farmer’s restaurant which uses locally produced soba. While 
remaining a basic unit of a farming community, this district is showing promise in 
maintaining and developing rural society through a regional recycling economy, 





The Contemporary Signiﬁcance of Agricultural Business Diversiﬁcation
and Integration: A Case Study of the Kasa Community in Nara Prefecture
農業の 6 次産業化の今日的意義
― 奈良県・笠地区を事例に ―












　6 次産業化は，2010 年 3 月策定（閣議決定）の「食料・農業・農村基本計画」
のなかに反映され，食の安全・安心の確保，戸別所得補償制度とともに農政の
重要な柱として位置づけられている。さらにまた，2010 年 12 月 3 日にはいわ
ゆる「6 次産業化法」（「地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出











業の総合産業化」ともいわれ，「1 次産業× 2 次産業× 3 次産業＝ 6 次産業」として定式化
されている。なお，「×」の意味は，1 次産業が「0」であれば数式が成り立たないためである。
詳細は，今村奈良臣「農業の 6 次産業化の理論と実践」財団法人静岡総合研究機構『SRI』
第 100 号，2010 年，pp.3-9，参照。
（ 2 ）6 次産業化法は，「地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等に関する施
策及び地域の農林水産物の利用の促進に関する施策を総合的に推進することにより，農林
漁業等の振興を図るとともに，食料自給率の向上に寄与すること」を目的（第 1 章）に法
制化された。法の第 2 章が 6 次産業化関係，第 3 章が地産地消関係の条文で構成されている。






















（ 3 ）社団法人全国農業改良普及支援協会『6 次産業化による農業・農村の活性化手引き書！
－普及の力は人・地域を変える－』2011 年，p.6，参照。
（ 4 ）近畿各地の取り組み事例としては，農林水産省近畿農政局『高付加価値農業（6 次産業












ツーリズム』財団法人 農山漁村交流活性化機構，2001 年，p. 3）と定義されている。
←
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市とは約 20km 圏，大阪市とは約 40km 圏の距離にある。本市は人口 6 万人余
り，市域面積 98.9km2 で，人口規模では県下第 8 位の都市である。一方，笠地
区は，市の北東部に位置しており，北側は天理市に隣接している。同地区は標







　笠地区の農業概要とその特徴についてみておこう。表 1 をみると，2000 年
現在，笠地区の総農家数は 53 戸，農家率（農家数／総戸数）は 66.3％と 3 分
（ 6 ）農林業センサスによると，笠地区は農業地域類型では「中間農業地域」と分類されている。
この「中間農業地域」とは，「平地農業地域」と「山間農業地域」（林野率が 80％以上，耕

















1970 68 19 31 18 ･･･ 76
1980 63 12 18 33 29 78
1990 60 13 8 39 18 67
2000 53＜46＞ ＜　5＞ ＜　6＞ ＜35＞ ＜ 2＞ 80




1970 100.0 27.9 45.6 26.5 ･･･ ･･･
1980 100.0 19.1 28.6 52.4 46.0 ･･･
1990 100.0 21.7 13.3 65.0 30.0 ･･･
2000 100.0 ＜10.9＞ ＜13.0＞ ＜76.1＞ ＜ 4.3＞ ･･･
2005 100.0 ＜15.6＞ ＜ 8.9＞ ＜75.6＞ ＜11.1＞ ･･･
資料：「農林業センサス」各年による。 
注 1）：総戸数は，農家と非農家の合計である。
　 2）：農業専従者とは調査期日前 1 年間に農業に 150 日以上従事した者である。





家」をみると，僅かに 2 戸（農家構成比では 3.7％）であり，販売農家の兼業
化率も 89.1％と高い。ただ，販売農家に限ると，総数は 2000 年から 2005 年に
かけて微減（46 戸→ 45 戸）であり，一方「60 歳未満男子農業専従者がいる農
家」は 2 戸から 5 戸へと増加しており注目される。また，専業農家（5 戸→ 7
戸）も 2 戸増加している。次に高齢化率をみると，2000 年の農家人口（272 人）
レベルでは男女（男：25.4％，女：24.7％）ともに約 25％，2005 年の販売農
家の農家人口（204 人）では男 27.7％，女 29.1％と男女とも 3 割近くに上昇し
ている（表 2 参照）。次に，農業就業人口（販売農家で農業に主として従事し
た世帯員）の高齢化率では，2000 年に男 64.5％，女 37.1％と男が高かったが，






うち 65 歳以上 うち 65 歳以上
実
数
1970 357 164 ･･･ 193 ･･･ 5.3
1980 333 159 17 174 31 5.3
1990 312 152 26 160 32 5.2
2000 272 126 32 146 36 5.2




1970 ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･
1980 ･･･ 100.0 10.7 100.0 17.8 ･･･
1990 ･･･ 100.0 17.1 100.0 20.0 ･･･
2000 ･･･ 100.0 25.4 100.0 24.7 ･･･




（ 7 ）2005 年農林業センサス（農業集落カード）では，記載データはすべて販売農家（経営




　さらに，2000 年の地区の経営耕地面積は 46.2ha で，農家 1 戸平均は 87.1a
となっている（表 4 参照）。2005 年の販売農家レベルでは，経営耕地面積
51.4ha，農家 1 戸平均では 114.1a と 2000 年当時に比べて増加傾向にある。同
地区の販売農家 1 戸平均（2005 年）は，奈良県（77.9a），桜井市（69.8a）よ
り経営規模は大きいといえる。表示はしていないが，そばを除いた作物の作付
状況（2005 年：作付け延べ面積構成比）は，稲が 65.8％，野菜が 23.5％と両







久保 2・大久保 3 の 6 団地）に伴って，農地造成（畑）の施工実績は 80.97ha









人口男 女うち 65 歳以上 うち 65 歳以上
実
数
1970 164 65 13 99 14 2.4
1980 113 49 11 64 9 1.8
1990 103 47 19 56 12 1.7
2000 ＜ 85＞ ＜ 31＞ ＜ 20＞ ＜ 54＞ ＜ 20＞ ＜ 1.9＞




1970 ･･･ 100.0 20.0 100.0 14.1 ･･･
1980 ･･･ 100.0 22.5 100.0 14.1 ･･･
1990 ･･･ 100.0 40.4 100.0 21.4 ･･･
2000 ･･･ ＜100.0＞ ＜64.5＞ ＜100.0＞ ＜37.1＞ ･･･
2005 ･･･ ＜100.0＞ ＜65.7＞ ＜100.0＞ ＜56.3＞ ･･･
資料：表 1 と同じ。
注 1）： 農業就業人口とは 15 歳以上（1994 年以前は 16 歳以上）の農家世帯員のうち農業に主として
従事した世帯員である。















原町）の全体実施設計は 1975 年で，事業開始は 1976 年，全体の事業完了は 2000 年である。
同事業の実施によって，普通畑が 317ha 造成され，既成畑と既成田は併せて 242ha が区画
整理されている（「近畿農政局・大和高原開拓建設事務所」資料）。















1970 57.8 45.5 12.3 0.0 ･･･ ･･･ 85.0
1980 38.7 31.8 7.4 0.2 1.5 2.1 61.5
1990 45.7 27.2 18.5 ･･･ 5.4 10.0 76.1
2000 46.2＜44.9＞ 27.7＜26.5＞ 18.5＜18.4＞ ･･･ 12.7＜11.4＞ 7.3＜6.1＞ 87.1＜97.5＞
2005 ＜51.4＞ ＜27.4＞ ＜22.7＞ ＜1.3＞ ＜8.7＞ ＜4.7＞ ＜114.1＞
指
数
1970 149 143 166 ･･･ ･･･ ･･･ 138
1980 100 100 100 ･･･ 100 100 100
1990 118 86 250 ･･･ 476 476 124
2000 119 87 250 ･･･ 348 348 142
2005 ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･ ･･･
資料：表 1 と同じ。
注 1）：1 戸平均経営耕地面積の単位（実数）は a である。
　 2）：指数は 1980 年を「100」とした。






































































客数の動向をみると，1997 年度から 1998 年度にかけては 3 万人弱であったも









会社は 1 戸 1 株主制で，社員は 71 名（2010 年現在は 68 名），出資口数は 1 口
5 万円とされ，トータルでは 71 口・355 万円となっている。また，役員（代表
取締役・取締役：非常勤）は合計 8 名で，そのうち女性が 3 名である。役員会





笠そば」である。総事業費は 1 億 4,590 万円で，負担割合は国が 50.0％，市が 6.85％，地
元が 43.15％である。施設は木造 1 階建瓦葺きで延べ面積 369.36 ㎡，客席（イス席・座敷席：









年末の 12 月 30 日・31 日が定休日で，それ以外が営業日である。営業時間は，
午前 10 時から午後 4 時までである。「笠そば処」の就業者は常時 25 人（登録








































向をみると，2002 年度 4 万 7 千人，2003 年度 6 万人，2004 年度 7 万 3 千人，
2005 年度 7 万 7 千人へと順調に伸び，2006 年度以降はおおよそ 8 万人台で推






2002 46,925 3,910 8,142
2003 59,369 4,947 8,166
2004 72,884 6,074 9,313
2005 77,451 6,454 9,311
2006 83,223 6,935 11,009
2007 84,994 7,083 11,385




も来客数は約 4 千人から約 7 千人へと増加しており，月別来客数は 9 月が最も
多く，なかでも 2007 年度には 1 万 1 千人が訪れている。さらに，日別ではこ
れまで「1,005 食（2009 年）が最高」であったが，ただ「笠そば処」としては，




27.5％，不明が 3.5％で，県内が約 7 割を占めている。県外の場合は大阪府（全
回答者の 20.3％）が最も多く，県内では奈良市（同 16.9％），橿原市（同 9.3％），
天理市（同 7.4％），桜井市（同 7.2％）の順で多い。男女別回答者（ただし，
無回答 2.5％）では，「男性」が 50.6％，「女性」が 46.9％と男性がやや多く，
年齢別では，「50 歳代」が 35.2％，「60 歳代」が 27.7％，「40 歳代」が 13.0％
である。ちなみに，この 40 歳代から 60 歳代の年代層（75.9％）で全体の約 4




















る。そばは天候に左右されやすい作物で，年産 11t から 12t であれば安定供給
















ク」には，多いときで 1 万人（2003 年）の訪問者があったが，最近は 5,000 人
程度で推移している。
　一方，「そばの手打ち体験」（「手打ち教室」）は予約制である。実施時期は



















出荷者は 30 人程度とみられている。出荷者は概ね 60 歳代が中心とされ，規定
のコンテナに販売品を入れバーコードを付けて，直売所内に配列する。委託手
数料は販売価格の 10％（2004 年 3 月末までは 15％）であり，売れ残った場合
には出荷者が責任をもって持ち帰る。直売所の開店時間は，平日が午前 9 時，
土曜日・日曜日が午前 8 時 30 分である。販売品がなくなれば閉店になるが，
最終は午後 4 時頃である。
　直売所での販売額（農産物関係）をみると，「笠そば処」が再整備された直
後は 2 千万円台であったが最近は 3 千万円台へと推移しており，販売品目も
















　6 次産業化としての「笠そば処」の活動の特徴としては，つぎの 5 点に要約
できる。
































　6 次産業化には，基本的に 2 つの展開方向があると考えられる。1 つは，農
業者（グループ含む）が生産・加工・販売（流通）を一体化し，所得の向上を









（15）岡田知弘『地域づくりの経済学入門 地域内再投資力論』自治体研究社，2005 年，第 8
章および第 9 章，参照。
（16）前掲，注（1）の今村奈良臣「農業の 6 次産業化の理論と実践」，参照。
（17）「農工商連携」としては，具体的には 2008 年制定の農商工等連携促進法（「中小企業者
と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関する法律」）と同年の企業立地促進法改
正法にもとづき経済産業省と農林水産省が協力し政策支援として事業展開している。同事
業は，農業部門，工業部門，商業部門という産業間の連携による経済活動水準の向上をめ
ざすもの，と意義づけられている。
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業・農村にかかる活性化の観点からは，この「地域内発型＝地域密着型」のタ
イプが有意義であると考えられる。それは，農業生産活動をベースにしながら
展開する農村ならではの取り組みであって，そのことが農村にとっての 6 次産
業化についての意義といえよう。つまり，農村に生産基盤と生活基盤をおく住
民に就業機会を確保することが，農村社会の維持・存続にとって今日きわめて
重要な課題になっているからである。
　近年，「笠そば処」は来店者が横ばいから微減傾向となり，成長から安定へ
といった成熟段階を迎えているといわれている。その背景には，「笠そば処」
を立ち上げて 20 年近くが経過し活動の節目を迎えていること，全国および近
隣各地での都市・農村交流の拡がりと関連施設の整備に伴い競争が激化してい
ること，経済の低迷・消費不況による負の影響もあることなどが想定される。
このようななか，「笠そば処」では，①造成農地でのそばの安定供給（原材料
の供給）をはかること，②「笠そば」の継続的な PR 活動の展開に取り組むこと，
③農山村地域として魅力ある周辺環境・地域環境の整備・活用につとめること，
④「新鮮で，安くて，品質のよい」農産物直売所を充実することといった点が
課題として挙げられている。
　これらの諸課題は，笠住民が自ら主体的に取り組むべきものとはいえ，その
際，関係機関の支援・協力を得ながら都市とのさらなる交流・連携をはかるこ
とが重要であると思われる。笠地区での 6 次産業化は，個別農家の経営継承に
留まらず，次世代にもつなげていく協同の活動へといっそう発展させることが
求められている。「精神的・経済的に潤う村づくり」をめざして，笠住民の持
続的な取り組みが注目される。
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